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中国における企業の役割（I)

一一生活の場としての側面一一

はじめに

I 従業員に対し行なわれるさまざまな生活保障

II 生産には寵接従事しない従業員の雇用

〈以上，本号）

直次世代，地域社会，その他への諸保障（以下，次号〉

IV 従業員の生活を支える役割の企業悶格差

V 改革の方向

結びにかえて

はじめに

現在の中国の経済改革は企業の改革に最重点を

置いている。従来，国家経済組織の末端として捉

えられ，指令に基づく生産のみが期待されていた

企業を，市場原理のなかで意思決定を行なう経済

主体に変えていくことを意図している。

しかし中国の従来の企業運営にはもうひとつの

重要な特徴がある。企業が従業員およびその家族

の生活全体を保障する役割を担っていることであ

る。より具体的には，賃金以外にさまざまな手当

てを支給し，現物やサービスを供給し，住宅を貸

与する。退職者に対する年金支給も企業が行な

い，従業員子弟のためには学校も経営する。地域

行政の役者！の一部を企業が担っているともいえ

る。そして本来の生産活動以外にこのような任務

を負った企業の行動には，生産のみを第一義的に

行なう企業とは質的に異なるものがあると予想さ

れる。企業に対する行政の誘導が間接的な手段に

比重を移しつつある現在，企業行動を特徴づける

このような要素への理解は中国経済を見るうえで
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重要になってきていると言える。

ここでは，従来個別の例としては紹介されてい

る中国の企業の上記のような側面を，制度面およ

び統計資料に注目することにょにより量的に，

かっ一般化して把握することを目的とする。第I

節で各従業員への分配について具体的な内容と数

量に注目して示し，第E節では企業が従業員への

サービス供給のために負っている雇用上の負担の

規模を示し，第四節ではさらにそれ以外の形で企

業が担っている役割を示す。第IV節ではそのよう

な企業による供給が条件の異なる諸企業の間でど

の程度一般性を持つものかを示す。第V節では企

業のこのような現状が経済改革のなかでどのよう

な改革を加えられよう左しているかを示す。

I 従業員に対し行なわれる

さまざまな生活保障

1. 賃金の付加的支給

中国の国営企業従業員に対する賃金表は，ブル

』カラー，ホワイトカラー別に厳格な体系が1950

年代から存在し，「八級賃金制」等の名で知られ

ている。しかしこの表に基づく賃金は「基本賃

金」または「標準賃金」と呼ばれ，日本の「基本

給」に相当する概念であって，実際にはこれ以外

にもさまざまな名目で手当てや檎助金が支給さ

れ，実際の所得を押し上げている。そして特にそ

のような付加的支給部分は1979年頃以降特に急増
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（注〕 1) 『中国統計年鑑 1981年版』必7ページ（1978-81年の値を収録〉では，本表は重点市県の国営工業企業の

資料によリ作成したものであるとしており， 82～84年の値も同様に作成された可能性が大きい。その場合は公務員
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の1を超える水準に達している。

さらに従業員個人に対する支給内訳の変化を明

らかにするため，各年の固有部門従業員平均賃金

の値に第1表の各比率を乗じて，平均的な個人の

賃金所得の内訳を実額で概算したのが第2表であ

この表の下段によれば， 1978～84年の間

の個人賃金所得の伸びの内訳は，基本賃金部分が

1. 2倍であるのに対し付加的支給部分は3.8倍に達

している。

る〔注2）。

してきている。

第l表に国営部門の賃金総額の内訳とその推移

を示した。上記の「基本賃金」は表では「時間制

基本給」および「出来高払い制基本給」から成る

が，同表にみられるとお札賃金総額に占めるこ

の部分の比率は低下しつつある（注I）。そして一方

「その他賃金」， つまり付加的支給部分が賃金総

額に占める割合は伸び続けておれ 1978年には全

体の 7分の lを占めるのみだったが84年には3分
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以上から，基本賃金以外の部分の支給額は1979

年の経済改革開始と軌をーにして拡大し始めたと

結論できる。正確には1977年以前の同様の統計が

得られないため第 1, 2表からだけではこうは断

定できない。しかし，第2表に見られるとおり，

1978年時点での基本賃金以外の部分の各項の実額

が非常に低いこと，および77年までの間 1人当り

平均賃金はほとんど伸びておらず，一方基本賃金

もこの間ほぼ固定されていたこと，の 2点からそ

のように結論付けてよいと言える。

付加的支給部分の各項の推移をより詳しく見る

と，構成比が増大している部分と減少している部

分にはっきり 2分される。

減少している部分は超過勤務手当てと付加賃金

である。前者は所定の勤務時間を超過した執務，

夜勤，休日出動等への手当てであり，特に中国に

特徴的な手当てではない。ただし実際の勤務実績

にどのように対応して支給されているかは不明で

あり，もともと賃金総額に対してさほど大きな位

置を占めていない。後者の付加賃金は， 1967年に

賞与および出来高払い制賃金（後述〉が廃止され

た際，賃金の減少を防ぐため支給が始められたも

のである。 1978年に賞与と出来高払い制賃金が復

活して以来，支給をとりやめるよう指導されてい

る。

一方，構成比が増大している部分は出来高払い

制ノルマ超過給，賞与，手当ての3項である。出

来高払い制賃金で，ノルマ達成の度合いに応じて

支払われるのがノルマ超過給であり，これと賞与

は，上述のとおり廃止措置を経て1978年に復活し

たものである。賞与は1950年代には原材料の節約

や労働競争における好成績など具体的な個別の成

果に対し与えられていたが， 50年代の終わりごろ

から従業員に対し一律に支払う総合賞与の形に変
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わり始めた。現在は少なくとも原則上は個々人の

業績に応じて支給することになっている。ただ

い実質的には一律の分配になっている例が多々

伝えられている。この2項目は性格上似通ってい

るとみなせる。第2表によれば両項の個人平均支

給額合計は1984年には78年の10倍以上に増加し

た。

さらに顕著な増加を示したのが「手当て」の項

である。第1, 2表によれば，賃金総額に占める

比率では1978年の6.5i:tから84年の 14.5i:ii:1こ，個

人平均支給額では同じく 42元から 150元へと大き

く伸び，各個人にとり重要な収入源となってい

る。この手当ては近年のその額の大きさだけでな

く，その特質からも，中国の賃金制度を理解する

うえで無視できない存在である。

手当ては賃金体系ができあがった時からすでに

並行的に存在していた。その内容は非常に多岐に

わたっているが，支給の目的や費目によりさらに

いくつかに分類することができる。

(1) 個別条件に対する報酬としての手当て

（イ）技術・資格・能力に対する手当て一一技術

手当て，職務手当て，特級教師手当て，商業・サ

ービス業特級技師手当て等。

（ロ） 本来の職務以上の職務を担当する場合の手

当て一一教員の学級担任手当て，技術者の講師兼

任手当て等。

付厳しい環境下で執務する場合の手当て一一

炭鉱の採掘労働者への手当て，森林地域手当て，

地質野外探査手当て，水利・電力・鉄道新線敷設

手当て等。

制高原，砂漠等地域の従業員への手当て。

なお以上のような手当ては日本の企業にもかな

りの程度同様のものが存在する。

(2) 当該地点，地域における物価水準と，標準
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賃金水準とのギャップを埋めることを意図した手

当て

げ）地域物価手当て一一1950年代に全国的に賃

金体系が整えられたとき，これだけではカパーし

きれない物価水準の差のある地域においてこの時

期から支給されていたもの。

（ロ） 従業員生活手当て一一1965年，穀物価格引

上げに際し設けられたもの。

付副食品価格手当て一一1979年に副食品価格

が引上げられた際，値上げ分を補うため扶養家族

も含め 1人につき 1カ月 5元が支給されるように

なった。さらに1985年に副食品価格が自由化され

た際も地域ごとに新たな手当ての支給が開始され

た0 1979年以降の手当て支給総額の急場はこの項

の新設による部分が相当大きい。たとえば天津市

の場合， 1982年に国営部門で支給された賃金内手

当では賃金総額の12.3与を占めたが， そのうち

55. 7容が副食品価格手当てだった位り。

なお，この手当ての支給は企業により行なわれ

るが，実際は行政により支出される。したがって

他の手当てとは企業にとっての意味を異にしてい

る。

(3) 職務を離れた場合の手当て（その期間の賃

金の代替支給〉

げ） 何らかの国家・社会的義務を果たすために

職場を離れた時。

（ロ） 本人の原因でなく業務を停止した時。

科研修などへの参加を命じられた時。

い） 帰省休暇中。

2. 賃金の範曙に入らない福利厚生のための

手当て

従業員の個人消費に対する補助が，賃金とは別

にさまざまな項目にわたり支給されており，個人

所得を押し上げている。個人の所得水準を把握し

ようとする場合，無視できない部分である。この

部分は一般に「従業員福利基金J（次節で詳述）か

ら支出される。実際の支給額は把握しにくいが，

第3表の北京市におけるサンプル調査の結果にそ

第3褒北京市従業員l人当り年平均現金収入l) (1984年〕2)

賃金所得

麓｜官品目of本籍

そ｜出諸説雪？~tt鰭雲ii号山き
金 I---r 司 、

賃金以外で勤め先から得た所得
入浴・理髪手当て
生活保護費
その他労働保険・栢利費
そ の他

合計

実

国営部門従業員

1,088.48 

773.85 
5.44 

1. 49 
14.07 
196.32 
97.31 

108.84 
38.34 
i:86 
43.73 
24.91 

1,197.32 

額（元〉

市膏f妻賢

547.03 

7.但
131. 32 
85.07 

78. 82 
39.68 

33. 77 
4.87 

855.97 

合計額に占める比率 (%) 

国営部門従業員｜善問要事費

90.9 I 鈍 8

64.6 I 日.9
<is I o. 4 
0.1 I 0. 4 
1.2 I 0.8 
16. 4 I 15. 3 
8.1 I 9.9 

9.1 I 9.2 
3.2 I 4.6 
0.2 I 0.1 
i1 I 3.9 
2.1 I o. 6 

100. 0 l 100. 0 
（出所〉北京市統計局編『北京市社会経済統計年鑑 1985年版』北京中国統計出版社 1985年必8ページ。
（注〉 1）勤め先から得た分のみ。サンフ・yレ調査による。サンプルは調査対象となった1,200戸における全勤労者。
2）年次は原表には記載されていないが，原資料に収録されている他の統計の年次から1984年の統計と推測され
る。
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れに相当する項目「賃金以外で勤め先から得た所

得」が見られる。勤め先から得た所得の約9伝を

占めているのがわかる。

賃金外手当ての代表的な支給項目は以下のとお

は特lこ，本来は企業が施設を持ち，サービスを供

給すべきであるとの考え方が基本にあり，

それが設備上当面不可能である企業で，施設・サ

ーピス供給の代替として支給されるものである。

1979年以降，賃金内部の賞与，手当て支給額が

急増したことは前述のとおりだが，賃金外手当て

も相当増加したとみられる。この部分についての

しかし

食事手当て

り。

(1) 

詳しくかっ全面的な統計は得にくい。しかし，通

勤手当てやひとりつ子奨励のための補助金などの

新設，各種手当て支給額の引上げ，こまごまとし

た福利厚生項目の新設，帰省件；数：の増加，

〔注4），賃金外手当て支給額を押し上げるさまざま

な個別の要因が伝えられている。また，部分的な

統計だが，河北省の場合， 1984年に個人に直接支

給した福利厚生関係の手当ては78年の8.1倍にな

ったという惟5＼同じ資料によれば，同省の国営

部門が労働保険（後述〕・福利厚生に用いた費用の

住宅手当て

通勤手当て一一1978年から全国で支給を開

始。各省の省都と人口田万人以上の都市で2却以

上の距離を乗り物に乗って通勤する従業員に支

給。中国ではこの手当てを勤務のためのコストと

(2) 

(3) 

など

あくまで生活費の補助と

石炭手当て

冬季暖房手当てく長江以北の地域のみ〉

回族食事手当て（食習慣の異なる回族への

して扱っている。

水道料・電気代手当て

みなす考え方はとらず，

(4) 

(5) 

(6) 

(7) 

増加率は全国レベルでの同一項目の増加とほぼ同

様の動きを示しているため，

手当て〉

理握手当て この8-1倍という値

もおそらく全国の平均値からさほど遠い数字では

ないとみられる。

なお上記で触れている「現物支給Jは各企業で

多岐にわたり行なわれている。ひとつは食料品，

雑貨等従業員の家庭内で直接消費する物資を企業

が買い付け分配するもの。もうひとつは自企業内

の製品を直接従業員に分配するもので，「試作品J

「不良品」と称するなどして販売に回さず分配し

たに他企業とお互いの製品を交換しあって支給

するなど，さまざまな方法が用いられているとい

う。これら現物支給についての量的把握は困難だ

が，従業員家庭の消費生活にこれらの支給は探く

組みこまれているようだ。

入浴手当て

託児所手当て

従業員生活困難補助ー一一特に家計に困難を

きたしている従業員に対する企業による生活保

(8) 

(10} 

d
H
 

M
川
u
F

(9) 

護。

帰省交通費手当て一一従業員が帰省する

（一定距離以上離れて生活している両親または配

偶者に一定以下の頻度で会いにいく〉場合，

(12} 

その

その際の交期間の賃金が変わらず支給される他，

通費も企業により支給される。

産児制限奨励手当て←ー従業員家庭に対し

産児制限を徹底することも企業の任務となってお

その手当て支給も企業が行なう。

(13) 

疾病（負傷）・退職・亮亡に際す.，.；保障

国営企業の場合，従業員の疾病（負傷〉の際の

3. 

り，

このうち，（1),(2), (3）および部分的に（5),(6）は

日本にも存在する手当てである。（2), {8), (9），同

40 



1978 
1979 
1980 
1981 
1982 
1983 

総額
(A) 

51. 5 
72.7 
95.7 
110.3 
127.6 
150.0 

第4衰労働

｜協弘｜
年金
(B) 

17.3 
32.5 
50.4 
62.3 
73.1 
87.3 

｜医療・衛生費｜

研究ノート...＂.＂＇でーーー

用

賃金総額
(C) 

568. a•> 
646. 61> 
772.5り
但0.。町
田：2.12>
934. 6° 

（単位：億元〉

｜切｜ B/C 
（？の

3.0 
5.0 
6.5 
7.6 
8.3 
9.3 

（出所） 国家統計局社会統計司編『中国社会統計資料』北京 中国統計出版社 1985年 123ページ。ただし， 1）第
1表と同じ (1985年版 554ページ）， 2）第1表と同じ (1983年版 486ページ〉。
（注） 国営，集団所有制の両部門を含む。ただし葬儀費・遺族救済金は国営部門のみ。 この保険費用は企業が「労働
保険」 3項目（表の内訳櫛参照）について従業員，元従業員に支払った額を指す。「掛金」ではない。

治療費は所属する企業により負担される。退職・

死亡の際の年金・遺族年金も企業により負担され

る。この制度は「労働保険」と呼ばれ，具体的な

内容は以下のとおりである。

(1) 医療一一直接の医療費はすべて企業側が負

提。従業員の扶養家族（直系親族）の場合は半額。

登録料，住診料は本人が負担，労災・職業病によ

る入院では食事の3分の2が企業負担。

(2) 年金一一定年退職後，勤続年数により退職

時の賃金の60～90店1；に相当する額を企業から生涯

支給される（注6〕。疾病や負傷等で中途退職を余儀

なくされた場合も相応の手当てを支給。

また，退職者は引き続きもとの勤務先より無料

医療の供給を受け，また企業により貸与された住

宅（後述〉にもそのまま住み続けられるなど，終

生その企業により扶養される。

(3) 遺族への生活保障一一従業員が死亡した場

合には，「葬儀費用」として当該企業の平均賃金

の2～3カ月分が遺族に給付される。そのほか，

労働災害による死亡の場合は扶養家族数に応じて

本人の生前の賃金の25～50iti:が支給され，それ以

外の場合は本人の賃金の6～12カ月分が遺族救済

金として一時金の形で支給される。

(4）執務不能時の所得保障一一産休および疾

病，負傷による休暇中は，産休なら標準賃金の

100伝，病休なら期間により標準賃金を基準とし

た一定比率の賃金が与えられる。

労働保険制度により支出された費用の内訳を

1978年以降について第4表に示した。 1983年には

支給額は78年の3倍近くに増加しており，その噌

分は主に年金支給，一部は医療費の支給増によっ

ているのがわかる。これらの額の賃金総額に対す

る比率は1983年に労働保険費用全体で16.l~f下，年

金支払いのみで9.3 iti:に達している（注7）。賃金総

額の 1割近くにあたる額を退職者に支払うことに

なり，特に退職者を相対的に多くかかえる企業に

とっては大きな負担であることがわかる。なお年

金支払いの急増の最大の原因は退職者数の急増で

あり，それは第5表に示した。定年に達した従業

員の退職促進が行なわれたことの他，職のない子

弟に親が職を譲るための退職〈後述〉も一定の割

合を占めていよう。

第5衰退職者数・従業員数とその比

｜退摂〉町一禁円切

1978 I 314 I 9 499 I 
1979 I 596 I 9 967 I 
1980 I 816 I 10, 444 I 
1981 I 950 I 10 940 I 
1982 I 1 113 I 11 281 I 

3.3 
6.0 
7.8 
8.7 
9.9 
11. 2 

（出所〉 第4表と同じ（『中国社会統計資料」 126ベ
ージ〕。
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（出所〉 第3表と同じ（387ページ）。ただし，賃金総
額は同 382ページ。

（注）＊第3表の注1参照。

国全体の国営部門の労働保険・福利費負担の推移

を示した。 1950年代以降70年代末まではほぼ一貫

してこの部分の負担は賃金総額の10数伝に相当し

しかし1979年以降この比率は

急上昇し， 84年にはこの部分は賃金総額の4分の

1に相当した。

1978 66.9 14.3 
1979 92. 1 17.4 
1980 116. 0 18.4 
1981 132.4 20.0 
1982 153.8 21. 7 
1983 179.6 24.0 
1984 210.4 24.0 

を含む運営費などが，集団的福利厚生の費用とし

て支出される。

一般に労働保険費と従業員福利費の支出は併せ

て示される。細目の一例として第7表に北京市国

営部門の1984年の例を示した。また，第8表に中

25,988 
1,110 
22,745 
1,881 
2,459 

4,026 
5，卯8
2,113 
11,943 
15,308 

傭7表北京市国営部門の労働保険および従業員福
利費の内訳（1984年ア 〈単位：万元）

93,481 

335,862 

費
↑
糊
ー
山
一

東

3
E）
一

一

醤
一
賃
る
%
一
一

」
川
一
の
す
（
一
一

険
一
項
対
一
一

鰍日川｜「「
1

労

一

一

一

一

比
一
額
一
日
一

3
一創

出

一

白

一

一

一

時

一

出

帰

一

一

一

部

一

支

一

一

一

営

一

一

一

一

国
－

i
l
i
l
i
－－一｜｜

17. 9 

13. 2 

額

560ページ〉。

金

第1表と同じ（1985年版

z亡時一時金，遺族救済会
医療衛生費
生活保護費
文化，誤楽，体育，宣伝費

福利厚生事業補助費
通勤手一当て
家族計画補助金
理髪，入浴補助金
その他

額

計

総

ていたとみられる。

金

第8表

1952 

1957 

1962 

（出所）

A 
Iコ

賃
医療費の支出については国営部門に関し第6表

に趨勢を示した。医療サービ、スを受けた人数の増

この費目からは，第2項で述べた福利厚生

関係の手当てが個人に支給される他，企業内で文

化・娯楽・体育・宣伝等の事業を行なう際の経費

や，福利厚生方面の諸施設（次節に詳述〉の人件費

（出所）第5表と同じ。
（注〕 I）のベ人数か否かは不明。 2）原資料では
57.9となっているが， A, B項の値にもとづくなら
57.0となる。

1人当りの費用の上昇が支出増のより大きな原因

となっているのがわかる。

中国の労働保険制度の歴史は古く，根拠地では

1932年1月 1日発効の「中華ソピヱト共和国労働

法」により社会保険制度が開始されている。全国

的な労働保険条例が出されたのは1951年2月のこ

とであり惜別，基本的には現行の制度はすべてこ

こに盛り込まれている。つまり，経済発展の初期

段階から非常に高い福祉水準をめざしたことがわ

その高福祉の実現を行

政でなく各企業に委ねたところに中閣の大きな特

徴があったといえる。

集団的循利厚生と個人への総合実質支給額

これは一般に当該企業の賃金総額の11院に相

各企業は従業員福祉基金という費目を持ってい

医療サービスに支出される

当する額を充ててコストに算入するものである

それは何よりまず社会主義の理念に支えら

37.5 
42.1 
46.6 
47. 9 
52.3 
57.0'' 

A/B 
（元／人〉

第6豪国営企業において無料医療のために支出さ
れた費用総額

門官官携わ

れたものであったのだが，

加もさることながら，

1978 
1979 
1980 
1981 
1982 
1983 
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ている。一定規模以上の企業は一般にその敷地

またはその付近に従業員の住宅，病院，商店，

浴場，理髪店など諸サービス機関，子弟のための

学校，従業員教育のための学校，映画館等々を擁

しており，従業員は極端に言えばその敷地から出

ることなく何年も生活することができる借問。

企業はすでに1950年代からこのような施設を擁

たかを見ることができるく第9表〉。

1952年の統計報告表は特に詳細に作られてい

る。企業が学校から病院まで経営し，従業員の生

このころまでにす

中国社会

でに社会のなかの基本的なあり方としてかなりの

程度定着していたことがわかる。 1960年代以降は

この項目そのものが統計報告表から欠落している

が，企業による住宅や福利厚生施設の運営に変化

があったわけではなく，別の調査方法で代替され

るようになったと考えるのが妥当であろう。

なお，第9表に挙げられている福利厚生施設以

外に，映画館，各種小売店，クリーニング店，娯

楽・スポーツ・文化施設などの併設も一般的であ

る。また第10表に，全国でどれくらいの数の施設

が運営されているかを示した。企業はまた，

しば学校も運営する。これは子弟の初等・中等教

育を行なうものと従業員の教育・専門家養成を行

あるいは擁することが理念上掛かれていた。

企業が記入する統計報告書の当時のフォームに，

調査対象となった諸施設にどのようなものがあっ

しば．

100，α〉日以上
13,200余
3,600余
72，α)0 
112,863 

数

iぶ諸言語
43 

紋

〈出所〉 J馬洪編『現代中国経済事典』北京
科学出版社 1982年 530～531ページ。

活をかかえ込むという形態が，

内，

し，

施設を伴う企業内福祉

企業は従業員に対し消費生活上の基本的なサー

ビスを供給するためさまざまな施設を自ら経営し

第9表統計報告表フォームに見る企業内諸施設

住宅

中国統計（出所〉 王一夫編『新中国統計史稿』北京
出版社 1986年 364,373ページ。
1952年は「国営および公私合営工業統計報表」の
第10章「企業従業員住宅および文教福利施設の状
況」 （甲表：企業従業員住宅状況，乙表：企業が経
営する文教福利施設の状況〉。
1957年は「工業統計報表」の「独立採算大型工業
企業従業員住宅」の項および「独立採算大型工業企
業文教福利施設」の項。

福利厚生施設くそれぞれについて数量，収容可能人数E
年末に実際に収容している人数，の3指標を示す）

－企業が所有する住宅（年｜
末値〉 ｜ 
・解放後新しく建てられた｜
住宅 ｜ 
・うち年内に新しく建てら｜・年内に新しく建てられ
れた住宅（以上の3項目｜ た住宅の面積
についてそれぞれ戸数とー
居住面積を示す）
・企業が用している住宅
の居住面積
・企業の住宅居住面積合計 ・住宅居住面積合計（年

末：）

・居住人数

：震養院・休養所
院，診療室等

時
刊

所
圏
一
川

間
滞
捕

・図書館閲覧室
・クラブ

・食堂

1957 

1957 

－企業の居住人数合計
・うち当該企業に勤務して
いる者（の数）（永久的
家屋と臨時家屋に分け
る）（付記入住宅をさし
せまって必要とする従業
員および家族数
・うち従業員数

－託児所
幼稚園
・付属小学校
．付属中学校
・成人補習学校

：高議鐘長人数
．クラブ Ct業員娯）施設
-51用者注〉，ホーノレの

：皇室内固定座席数
・浴室

長義1~だ伊員数
・診療室，医療室数

：謹驚ω 数

1952 

1952 

5. 
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なうものに大別される。後者には短期訓練班，従

業員業余学校，技工学校，労働者大学，テレビ大

学等がある。

従業員の生活の基本である住宅の供給は特に企

業に強く依存している。第11表に，都市部におけ

る住宅がそれぞれ，地域行政の住宅管理部門，企

業・機関・団体，個人に所有されている割合を示

す。きわめて限られた地域についてしかデータが

得られていないが，企業などに所有される住宅の

比率の高さがわかる。天津市以外は個人所有部分

を除いた「借家」のなかでは7～8割を企業，機

関，団体等の所有のものが占めている。なおか

っ，地域行政の所有している住宅も，企業が借り

あげてその従業員をごく安く住まわせる例が多く

みられ，住宅供給に対する企業の役割はさらに大

きいと考えられる。

そのうえ，私有の住宅のうちかなり多くの部分

は農民により所有されているようだ。第11表のな

かで黒龍江省，遼軍事省の値は県鎮部までを含んだ

広義の都市部についての値であれ私有部分の比

第11表各地域都市部の住宅所有構成（戸数ベース，
天津市のみ面積ベース） （%） 

一i ｜個人｜嬰鰭！企業，機
理嵩門 ｜関，団体

黒龍江省1>I 13. 9 I 49. 35 I 36. 75 
貴州省2>I IO I n. a. I n. a. 
武漢市町 I 22.-11 61.0 I 16.s 
遼軍事省•＞ I 24. 2 I 55. 6 I 20. 2 
同都市部•＞ I 24. 1 I 60. 4 I 15. 4 
岡県鎮部り 1 24. 3 I 38. 5 I 37. 1 
天津市町 1 46 I 38 I 16 

（出所） I）黒龍江省人民政府弁公庁調研室編『黒鷲
江省情』ハルピン黒龍江人民出版社 1986年
498ページ。広義の都市部（集鎮を含む〉。 2〕貴州
省地方読編纂委員会貴州年鑑編集部編『貴州年鑑L』
貴陽；貴州人民出版社 19明年 900ページ。広議
の都市部。 3）武漢年鑑編纂委員会編『武漢経済年
鑑』武漢 1985年 42ページ。市内都市部のみ。 4)
遼寧省情編委会編『遼寧省情』遼寧省統計局 1985
年 378ページ。広義の都市部。 5）谷書堂編『天
津経済概況』天津天津人民出版社 1984年 374 
ページ。市内都市部のみ。

44 

第12衰河北省の都市・工鉱業区における年間個人
住宅建設に占める農民による建設分の比
(1984年〉（%〉

1：，竣工｜同価値｜同戸数本
面〈ースペースペース

京区 I 67. 6 I 64. o I 57. 1 
城 I 83.9 I 回.11 81. 9 

鎮 I 96. 1 I 94. s I 93. s 
ヱ鉱業区｜ 11.0 I 23.6 I 17.6 

四種全体｜ 87-41 84. 91 回 4

〈出所〉 河北経済統計年鑑編集部編『河北経済統計
年鑑』北涼中国統計出版社 1985年 492ページ
より算出。
（注〉 ＊戸数の項のみは住宅以外の建築物戸数も含
んだ比率。ただし竣工面積の場合，原資料によれ
ば住宅のみでもそれ以外を含んでも比率にほとん
ど差はなかったため， この項についても住宅のみ
の値との大きな相違は想定されにくい。

率は高く，遼寧省県鎮部のみでの値はさらに高

い。一方武漢市内都市部，遼寧省都市部，天津市

都市部（いずれも狭義の都市部）での私有部分の

比率は低くなっている。

さらに狭義の都市部においても私有部分のうち

のある程度は農民の所有であると考えられる。第

12表から，河北省の例では，狭義の都市部におい

ても個人住宅建設は実はその過半が農民によるも

のであることがわかる。もちろんこのデータは河

北省1省の事例でしかない。また，農民が豊かに

なり始め人口移動に対する抑制も緩やかになって

きた1984年のみを対象としている。したがって単

純な一般化はできない。しかし，都市における個

人所有住宅が実は一定の部分は農民により所有さ

れているものであることはここから推察できそう

だ。

以上のことから都市従業員世帯では公的に所有

された住宅への依存度が圧倒的に高しなおかつ

住宅供給の多くを勤務先に仰いでいると結論でき

る。

企業側にとっても住宅建設は投資のなかで常に
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第13表蒸本議設投資による建築物竣工面積（国営部門〉

竣 工 面 積（万mつ ｜各項が面積合計に占める比（%〉

計 l材 I~ (B) ~ I 議席血＇~I (A) I (~ I (C) 
1940～52 ~: i~g n.a. 1,462 n.a. 31. 4 n.a. 
1953～57 6,636 9,454 10，日0 24.9 35.5 39.6 
1958～62 ~: ~M 17，伺1 11,012 10,098 44.6 28.9 26.5 
1963～65 3,709 4,271 2,870 34.2 39.4 26.5 
1966～702> 20,166 7,461 5,400 7,305 37.0 26.8 36.2 

1971～75 38,296 15,117 1573 10,606 39.5 32.8 27.7 
1976～80 

;f¥040 

15,019 2 486 11,535 30.0 46.9 23. 1 
1978 g~ 3,053 752 2,206 I 33.9 41. 6 24.5 
1979 3,195 6,256 2,549 26.6 52.1 21. 2 
1980 3,337 8,230 2,933 23.0 56.8 20.2 

1981 12,941 2,254 i: 伺白12~
2,783 17.4 61.1 21. 5 

1982 14,357 2,368 2,969 16.5 62.8 20.7 
1983 13,212 2,080 3，伺7 15. 7 61. 5 22.8 
1984 13,809 2,426 7,703 3,680 17.6 55.8 26.7 

（出所〉 第l表と同じ (1985年版 448ページ〕。ただし1949～52年は第4表と同じ（『中国社会統計資料』 102ペー
ジ）より引用，概算。
（注〉 1〕「その他」とは「商業営業用建物＋科学試験研究用建物＋その他」を指す（第1表と同じ〔1983年版 322
ページ〕〕。 2）この項は推計（原注入

重要な部分を占めている。第13表によれば，企業

の建築面積に占める住宅および福利厚生関連施設

の比率は， 1970年代半ばまで一貫してそれぞれ30

店1:i:前後を占めた。そして1970年代終わり以降住宅

の比率は急速に拡大する。住宅建築ブームであ

る。建設面積全体がこの部分により押し上げら

れ，建材需給が逼迫した。なお，第14表に資金ベ

ースでの住宅建設が全体に占める比率を示した。

住宅建設ブームは，投資についての一部の自主

権を得た企業が，まず住宅建設に力を向けたこと

の現われである。従前の従業員住宅の絶対的な低

水準に加え，下放青年が一斉に都市へ帰還し，住

宅難に拍車がかかったこともその理由となってい

る。一方，行政側も住宅の供給を専ら企業に頼る

現状を是認する姿勢であった。 1980年12月初日に

国家都市建設総局が住宅分配について発した通達

位 ll）は，住宅を建てる力のある企業は自力で住宅

問題を解決すべきであるとの考えをはっきり打ち

出している。そして，中央・地方行政の資金によ

第14表基本建設投資総額に占める住宅建設投資の
割合 （単位：億元〉

｜霊替苦｜義務室 ~｛のA 
1949～52 78.4 8.31 10.6 
1953-57 588.47 53_79 9_ 1 
1958～62 1,206.09 49.56 4.1 
1963～65 421. 89 29_09 6.9 
1966～70 976.03 39.32 4.0 

1971～75 1,763.95 100. 74 5.7 
1976～80 2,342.17 277.29 11.8 
1978 回o.的 39.21 7.8 
1979 523.48 77.28 14. 8 
1980 558.89 111. 66 20.0 

1981 442.91 111. 19 25.1 
1982 555目53 141. 05 25.4 
1983 594目13 125.07 21. 1 
1984 743.15 134.50 18.1 

（出所） 第l表と同じ（1985年版 420ページ〉。た
だし1949～52年は第4表と同じ（『中国社会統計
資料』 101ページ〉より引用，概算。

P建設された住宅を優先的に配分すべき対象とし

て，小中学校教職員，地域行政機関や大衆団体等

に勤務する層を挙げている。これらの職場は，住

宅建設に回せる資金に最も不足していると考えて

よい。

企業および公共部門による住宅建設・貸与では

4ラ
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採算は度外視されている。居住者の家賃負担は極

端に低く，これは一般に維持費をもカバーしな

い。たとえば遼寧省では建築面積1平方む当りの

年間家賃を 1.2元としているが，個別の家賃は家

の間取り，設備，立地，階数，向き等で決めるとさ

れており，建築費や維持費は考慮の対象となって

いない世間。また，貴州省では家賃は維持費の40

~を占めるにすぎない（注13）。

住宅以外の諸サービス供給の企業への依存度は

推測しにくい。非常に限られた数字だが，医療サ

ービスについて，やはり地域行政の衛生部門より

も各職場への依存度が特に都市部で圧倒的に高い

ことが武漢市について見られるので，第15表に示

す。

第15表衛生事業機構数〈武漢市， 1984年〉＊

｜金 市 うち都市部

衛生部門所属 1 200 I go 
工業・その他都F所属｜ 1,054 I 933 
集団企業自所γ属｜ 14s I 60 

6, 諸給付が家計支出に及（宮す影響

従業員に対する企業のさまざまな補助は，個々

の従業員家計収支をも特徴づけている。

第16表は従業員家庭の1人当り平均月間支出の

推移を示したものである。表が家族1人当りの値

で構成されているため家計を単位とした趨勢を知

るには適さないが，この数字をこのまま用いる。

1984年と57年を比較すると，まず支出合計額は

2.52倍に糟えている。個別の項目を見ると，表の

上段から順に食料品が支出合計額とほぼ同じ2.50

倍であり，その次の衣料，日用，教養娯楽品，図

書・新聞まではいずれも合計額の伸びをはるかに

上回って伸びている。ところが，その次の薬品の

項以降は『学費などJの項のみを例外としてすべ

て合計額の伸びを大きく下回っており，なかには

逆に誠少している項目すらある。 1984年と57年の

従業員生活費物価指数を比較すると 1.372倍とな

っているから惟14），これらの項の伸びの低さがわ

かる。そして，これらの項の内容をみると，大部

分が企業lとより実物やサービスの無料ないしは廉（出所〉 武漢経済年鑑編纂委員会編「武漢経済年鑑』

武漢 1985年 437ページ。 価での供給を受けている部分にあてはまることが
（注〉 ＊年次については原資料に記されていないが，
原資料の性格から1984年とみられる。 わかる。たとえば都市住民の 1人当り居住面積は

第16表都市従業員家庭1人当P平均月間支出（サンプル開査〉 〈単位：元〉

1957(A) I 胤 I 1関1

支出合計 18. 50 j 18.泊｜抵日71

I ¥J'.l智i
10.81 10.89 21. 57 23.但
2.22 2.02 5.63 

1. 41 1.10 3.64 
0.20 2.16 

0.11 0.21 0.36 

？品医療10.34 0.34 0.23 
0. 72 0. 78 0.74 
0.43 0.48 0.53 

事・矛 0.27 0.32 0.37 
0.12 o.幻 0.22 

保量J育d費 0.24 0.29 0.23 

0.44 0.32 0.51 
0.04 

0.20 0.13 0.24 

（出所〉第1表と同じ (1985年版 562ページ， 81年版 429ぺージ〉。
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5.64 
3.62 
1. 81 
0.35 

0.24 
0. 73 
0.59 
0.42 
0.23 

0.23 
0.55 
0.旬
0.20 

I 1附 l
42.16 L 必臼l
24.96 27.02 
6.13 7.24 
3.81 4.22 
1. 73 2.05 
0.41 0.49 

0.26 0.28 
0. 73 0. 77 
0.64 0.65 
0.48 0.52 
0.27 0.37 

0.20 0.21 
0.58 0.63 
0.05 0.06 
0.19 0.18 

B/A 

2.52 

2.50 
3.26 

4. 45 

4.45 

0.82 
1. 07 
1. 51 
1. 92 
3.倒

0.88 

1.57 

0.90 
”一
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1956年に3.5平方向（注15), 84年には6.3平方お〈注16)

と1.8倍に増加し，住宅建設費用も 1平方t；当り
47元から160元惟17）へと3.4倍に伸びたが，一方家

賃負担は84年には57年の1.5倍にとどまっている。

また，これらの項の消費額の伸びが低いことのも

う一つの理由に，交通費等公共料金が政策的に廉

価に抑えられていることが挙げられるが，これも

実質的には財政による家計への補助と位置づける

ことができる。

1957年から84年までの聞に都市住民の消費水準

には一定の向上がみられるが，食・衣・雑貨等最

も個人的な部分こそ個人所得の増分によりまかな

われているものの，それ以外では公共的な支出に

よりまかなわれている部分が非常に多いことがこ

れによりわかる。

（注1) 第 1表における「出来高払い制基本給」の

部分の比の仲ぴは主に「時間借j基本給」からのシフト

による。なお「時間制給」とは「出来高払い制給」に

対し通常の出勤について支払うごく一般的な賃金制度

を指すもので「時給」ではない。

（注2〕 第l表の注にあるとおり同表は各年とも限

られた地域の一部のエ業企業のみを対象とした調査に

基づき作成きれている可能性が大きく，一方第2表の

l人当り平均賃金は国営部門全体の値を用いているた

め，雨表の債を乗じて得られる積はあ〈まで目安にす

ぎない。

（注3）谷書堂編『天津経済概況』天津天海人民

出版社 1984年 487ページ。

（注4) 河北経済統計年鑑編集部編 r河北経済統計
年鑑』北京中国統計出版社 1985年 162ページ。

（注5) 同上。同省の圏営部門が用いた労働保険・

福利厚生費は1984年に78年の 3.1倍（後出第4表より

全国債も3.1倍〉，これが賃金総額に占める比は78年に

12. ll:i,i:, 84年に20.8!:',i:（第1表より全国値はそれぞれ

14. 3l:i,i:, 24. Ol:i,i:）である。

（注6) 冶金工業部労働エ資司編『工資福利文件選

編』第2巻北京冶金工業出版社 1980年 585ぺ

』ー，，..。

（注7) ただしここで用いた賃金総額の値には労働

保険制度の適用外となっている一部の集団所有制企業

の賃金も含まれている。

（注8〕 労働保険制度の歴史については，エ人出版

社編『工会工作手冊』北京工人出版社 1986年

472ページ参照。

（注9) ただし利潤留保制度を行なっている企業で

は留保利潤から支出する。

（注10) たとえば小島麗逸「中国企業“小社会論”J

（日中経済協会編『中国経済の現状と企業』東京 日

中経済協会 1983年〉は以下のような例を挙げてい

る。

長春第一自動車工場は，工場の全敷地面積は201万

平方G，うち100万平方むが従業員の生活区域であり，

そのうち80万平方｛；；：I主住宅，病院，託児所，学校の敷

地である。 4万6000人の従業員のうち約l万人が敷地

外からの通勤者だが敷地内に居住する総人口は約20万

人に及ぶ。また敷地内に小中学校が15，託児所;o,21運

営されている。

鞍山鉄鋼公司には医療錨設としては総合病院3，結

核療養所，労働衛生研究所，精神科病院，等がある。

従業員住宅は企業敷地外に公司が330万平方おを所有

している。草案山市外から通勤している従業員は全体の

19跡。教育関係施設としては鞍鋼工学院，医科専門学

校，鞍鋼学校，鞍山運輸学校，技術学校，幹部技術学

校，業余文化学校15を持つ。

溶島島重機械工場は従業員 1万2000人， 別に技術者

1100人がおり，一方敷地内居住人口は5万人。同工場

は60況の農場を経営しており，ここで生産される農産

物は同エ場の生産総額には算入されず全閣の長産物統

計に算入される。

（注11) 国務院許公庁法政局編『中華人民共和国法

規集編1980年版』北京法律出版社 1986年 214ぺ

ーシ。

（注12) 遼寧省情編愛会編『遼寧省情』遼寧省統計

局 1985年 377ページ。

（注13〕 貴州省地方誌編纂妥員会貴州年鑑編集部

編『貴州年鑑』貴暢貴州人民出版社 1985年 899

ページ。

（注14) 国家統計局編『中国統計年鑑 19お年版』

北京中国統計出版社 1985年 530ページ。

（注15）越沢明「都市政策の変遷と都市計画」（小

島麗逸編『中国の都市化と農村建設』東京飽渓審舎

1978年） 60ページ。 1957年値は得られなかったため56

年値で代替する。
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（注16) 国家統計局編前掲年鑑 551ページ。

（注17) 同上年鑑 448ページ。

II 生産には直接従事しない従業員の雇用

以上のような企業内福利厚生の維持のため，企

業は直接生産にかかわる従業員以外にもさまざま

な入手をかかえねばならない。学校には教師を，

病院には医師を，等々膨大な労働力を要する（注I）。

さらに企業内部のみならず地域社会の安全維持等

のための入手の供出を要求されることすらある。

第17, 18表は国営工業企業および建築業の従業

員を職種別に分類したものである。この二つの表

を特に構成比の項目に注目して比較すると，非常

に興味深い事実がわかる。まず第1に，六つの職

種に分けられているが，比率が非常に安定してい

る項と，漸増，漸減の傾向が明らかな項にはっき

り分かれるつ第2fこ，工業と建築業という全く異

なる業種にもかかわらず，これら6項目の比率構

成および増加・減少の趨勢が両者で全く同一であ

る。より具体的には，現場労働者の比率はどちら

も68～69広の聞で5年間安定している。技術者，

事務系・管理職，サービス関係施設の人員，その

他の項はいずれも漸増傾向にあり，それぞれ3～

4~i:. 10～11i下， 9 ～10容， 3 ～ 5f~j: と，両表は

ほぼ同じ幅で推移している。一方見習いの項のみ

が急減しているが，これも両表とも 6ii:台から2

5五台へと閉じ動きを示している。さらには，現在

参照が可能な一部の省，市における同様の統計に

おいても，これらの比率はおしなべでほぼ同様の

構成と動きを示している。このことから，これら

の構成比はかなり厳格な統制下にある数字であろ

うことが推測される。言いかえれば，行政が公認

している数字であろう。そしてこのなかに， 「サ

ービス関係施設の人員」が常に約1割の比率を占

めている。ここがすなわち企業内福利厚生を運営

合次年 計r~JUl$1&1'1* I見習い｜技術者｜出｜前町その他

人 数（万人〕

1980 3,245.8 2,223.4 220. 7 97.4 314.8 298.6 90.9 
1981 3,406.7 2,318.5 218.5 105.3 337.0 323.1 104.3 
1982 3,502.7 2,396.9 163.9 120.7 357.6 347.3 116. 3 
1983 3,552.6 2,459.8 112目5 133.6 362-9 350.9 132. 9 
1984 3,592.0 2,475.2 91. 6 142.8 369.7 358.4 154.3 

前年比士宮分（%〉

1981 5.0 4.3 - 1.0 8.1 7.1 8.2 14. 7 

1982 2.8 3.4 - 25.0 14.6 6.1 7.5 11. 5 

1983 1. 4 2.6 - 31. 4 10. 7 1. 5 1. 0 14.3 

1984 1. 1 0.6 - 18. 6 6.9 1. 9 2.1 16.1 

各項比重（%〕

1980 100.0 68.5 6.8 3.0 9. 7 9.2 2.8 

1981 100.0 68.0 6.4 3.1 9.9 9.5 3.1 

1982 100.0 68.4 4.7 3.5 10.2 9.9 3.3 

1983 100. 0 69.2 3.2 3.8 10. 2 9.9 3. 7 

1984 100.0 68.9 2.5 4.0 10.3 10.0 4.3 

〈出所〉 1980, 81年；第1表と同じ (1981年版 118ページ）。 1982年：第1表と同じ（19回年版 138ページ）。
1983年：第1表と同じ（1984年版 123ページ〉。 1984年：第1表と同じく1985年版 227ページ）。
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第18表閑営建築業従業員の構成

計 現問者｜見習い｜技術者｜語系車｜品材質｜その他

人 数（万人〉

l鋭的 472.8 323.8 29.3 12.8 49.2 43.5 14.2 
1981 475.1 320.8 24.0 13.6 52.0 45.9 18.8 
1982 480.8 324. 7 17.2 15. 1 54.5 47.5 21. 8 
19回 497.2 338.9 13.7 16.8 56.5 47.6 23.7 
1984 518.0 355.7 10.5 18.4 57.2 48.3 27.9 

前年比増分（%）

1981 0.5 -0.9 - 18.1 6.3 5.7 5.5 32.4 
1982 1. 2 1. 2 - 28.3 11. 0 4.8 3.5 16.0 
1983 3.4 4.4 - 20.3 11. 3 3.7 0.2 8.7 
1984 4.2 5.0 - 23.4 9.5 1. 2 1. 5 17.7 

各項比重（？の

1980 100.0 6.2 2. 7 10.4 9.2 3.0 
1981 100.0 67.5 5.0 2.9 10.9 9. 7 4.0 
1982 100.0 67.5 3.6 3.2 11. 3 9.9 4.5 
1983 100.0 68.1 2. 7 3.4 11. 4 9.6 4.8 
1984 100.0 68. 7 2.0 3.6 11. 0 9.3 5.4 

（出所） 1980, 81年：第l表と同じ（1981年版 118ページ）。 1982年：第1表と同じ（1983年版 139ページ）。
1983年：第1表と同じ（1984年版 123ページ）。 1984年：第1表と同じ (1985年版 227ページ〉。

するために雇用されている人員とほぼ一致すると

みてよい。また「その他」の一部もやはり生産に

直接かかわらない部分とみられる。つまり，従業

員の 1割を超える部分が，企業が本来の生産以外

の役割をも有しているがために麗用されている人

員と言うことができる。

なおこの比率は，地域差はさほど大きくない

が，産業別に若干の差が存在し，たとえば炭鉱で

は「サービス関係施設の人員J の比が 15.l~.

「その他J が 9.9~で，単純に合計すれば 25.Ofな

となる位2）。また，各企業の「後動隊伍」位3), 

「非生産人員」がそれぞれ全人員の3分の 1を占

めるとの記述もある。サーピス部門の他，事務・

倉庫・運輸・建設部門等を含めた概念であろう。

なお前述のように，福利厚生関係の諸施設で雇

用している人員の賃金は費目上は一般に従業員福

利基金より支出されるが，統計上は賃金総額に算

入される。 く続。

（注1〕 第I節（注10）で用いた文献は人員の雇用に

ついて以下のような例を挙げている。長春第一自般車

工場は，管理職を含まない4万6α治人の従業員のうち

2万人が直接生産従事者， 2万6000人は非直接生議従

業員であって，後者には病院，鰭学校，食堂，託児所，

従業員娯楽施設などの従業員が含まれる。鞍山鉄鋼公

司では，従業員は13万8000人， うち生産には直接従事

しない従業員は3万回∞人。後者のなかにはたとえば

医療関係者が4（別人，教育関係施設の従業員が1500入。

（注2）宗必沢「関於改革我国妓市結構問題的探

討」（『建築学報』 1983年第11号） 23ページ。

〈注3) 何光速「整頓労働組織是一項十分追切的任

務」（『経済管理』 1983年第2号） 25ぺージ。なお，後

動隊伍とはもと軍隊用語で前線に補給を行なう兵鈷を

指す。転じて生産に対するサーピス業務を指す。

（アジア経済研究所海外派遣員，在北京〉
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